













キーワード：クライシス・プラン（crisis plan）, 地域生活支援（community life support）, 
















































































































































































合意がなされた計画である（Henderson C. et 
al. 2004）．JCPは，とりわけイギリスを中心に研
究されている． 
















る（Henderson C. et al. 2008）． 
  こうした JCPの有効性として，Henderson C. 











































































































































































































































































  JCP の作成は，その目的や項目等の説明の
ための準備会議と，内容の協議と作成のための






























































  調査結果として，96 名のソーシャルワーカー
から回答を得ることができた．そのうち，クライシ
ス・プランの作成・活用の両方の経験を有さない










均 40.0 歳（標準偏差 7.6），最小：23 歳−最大：
59 歳であった．精神保健医療福祉領域の経験
期間は，平均 131.5 ヶ月（標準偏差 94.3）であ
り，最小：5ヶ月−最大：461ヶ月であった． 
  クライシス・プランの作成経験は，あり 83 名
（88.3%），なし 11名（11.7%）で，作成経験を有
する回答者の作成件数は，1〜5 件 45 名
（47.9%），6〜9 件 17 名（18.1%），10 件以上
19 名（20.2%），不明 13 名（13.8%）であった．
クライシス・プランの活用経験は，あり 84 名
（89.4%），なし 10名（10.6%）で，活用経験を有
する回答者の活用件数は，1〜5 件 49 名
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N=94複数回答  数値は，各群の度数（各群内の割合），【全体割合】 
図１ 所属機関におけるクライシス・プランの使用方針 
平均値（標準偏差） 平均値（標準偏差）
年齢 N=87 精神保健医療福祉現場の経験月数 N=92
40.0（7.8） 131.5（94.3）
n ％ n ％
性別 男性 56 60.2 作成の有無 あり 83 88.3
N=93 女性 37 39.8 N=94 なし 11 11.7
想定事例を支援した当時の所属機関 N=94 作成の件数 １〜５件 45 47.9
精神科病院 74 78.7 N=94 ６〜９件 17 18.1
相談支援事業所 13 13.8 10件以上 19 20.2
サービス提供事業所 1 1.1 不明 13 13.8
県・中核市保健所 4 4.3 活用の有無 あり 84 89.4
精神保健福祉センター 2 2.1 N=94 なし 10 10.6
基盤資格 N=93 活用の件数 １〜５件 49 52.1
精神保健福祉士 84 90.3 N=91  ６〜９件 19 20.2
社会福祉士 5 5.4 10件以上 17 18.1













































































n 度数 ％ n 度数 ％
作成を提案するための当事者との関係づくり 74 55 77.5 20 16 80.0
必要性を所属機関内で共有を図った 74 46 62.2 20 13 65.0
必要性を所属機関外で共有を図った 74 29 39.2 20 7 35.0
当事者へ説明し、同意を得た 74 49 66.2 20 14 70.0
作成するための動機付けを行った 74 39 52.7 20 12 60.0
作成するために当事者から情報収集した 74 53 71.6 20 14 70.0
作成するために関係者から情報収集した 74 40 54.1 20 10 50.0
病状悪化や問題行動のパターンを整理した 74 57 77.0 20 15 75.0
安定した病状や生活状況から作成した 74 33 44.6 20 7 35.0
悪化した病状や生活状況から作成した 74 27 36.5 20 2 10.0
当事者と二人で作成した 74 30 40.5 20 2 10.0
単独で作成した 74 3 4.1 20 0 .0
当事者と関係機関の協働で作成した 74 40 54.1 20 10 50.0
関係機関の見立てをもとに作成した 74 10 13.5 20 2 10.0
内容について家族と協議した 74 18 24.3 20 4 20.0
計画相談・地域相談に組み合わせて作成した 74 20 27.0 20 6 30.0
内容をケア会議で協議・共有した 74 44 59.5 20 14 70.0



















































N 度数 ％ N 度数 ％ N 度数 ％ N 度数 ％
セルフモニタリングや自己対処のために活用した 74 41 58.1 20 10 50.0 74 30 40.5 20 7 35.0
支援者がモニタリングするために活用した 74 39 52.7 20 11 55.0 74 32 43.2 20 7 35.0
当事者と安定した状況を共有するために活用した 74 43 58.1 20 5 25.0 74 21 28.4 20 4 20.0
当事者と安定した病状や生活を促すために活用した 74 36 48.6 20 6 30.0 74 29 39.2 20 5 25.0
当事者と病状悪化時のサインを共有するために活用した 74 45 60.8 20 10 50.0 74 45 60.8 20 8 40.0
病状悪化のサインに対処することを促すために活用した 74 37 50.0 20 6 30.0 74 40 54.1 20 7 35.0
悪化した状況を共有するために活用した 74 25 33.8 20 4 20.0 74 35 47.3 20 4 20.0
事前の合意をもとにした権利擁護のために活用した 74 9 12.2 20 3 15.0 74 8 10.8 20 3 15.0
関係機関で当事者の状況を共有するために活用した 74 35 47.3 20 10 50.0 74 29 39.2 20 9 45.0
ストレングスをフィードバックするために活用した 74 14 18.9 20 7 35.0 74 5 6.8 20 0 0.0
治療・支援につながるために活用した 74 22 29.7 20 5 25.0 74 21 28.4 20 9 45.0
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Survey of practice of Crisis Plans in the community life support 
for the people with psychiatric disabilities. 
 
The purpose of this study is to clarify the present state of crisis plan practice in the 
community life support of the people with psychiatric disabilities, and surveyed social 
workers working in mental health welfare. 
As a result, crisis plans were developed for the support from the recognition of the pro-
fessional individual, and the present state which has not yet spread to the field of mental 
health welfare was clarified. The crisis plan was prepared with an emphasis on risk 
management. There were using on daily basis for self-monitoring by the parties them-
selves and monitoring of professionals. The other hand, there is a possibility that it is 
not used for the advocacy based on advance agreement in the utilization on the symp-
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安定した地域生活に役立った
病識の獲得につながった
治療アドヒアランスが向上した
セルフケア能力が向上した
事前の合意に基づき治療・支援を行うことができた
自発的入院による治療・支援を行うことができた
早期対応でき、入院防止できた
関係機関の当事者理解が深まった
関係機関による情報共有に役立った
関係機関の調整・連携に役立った
家族から協力を得ることができた
病院(n=74) 地域(n=20)
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